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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 児童福祉事務人件費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 181,433 198,014   16,581

財
源
内
訳

国 296 53  ▲ 243

県 296 79   

 

▲ 217

市債   0

その他   0

一般財源 180,841 197,882   17,041

事業
概要

児童福祉に携わる職員の人件費
今年度
見直し
事 項

事業
目的

児童福祉に携わる職員の人件費

その他

現状と
背景

児童福祉に携わる職員の人件費
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 児童扶養手当支給事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 186,276 165,420   ▲ 20,856

財
源
内
訳

国 62,048 55,096  ▲ 6,952

県   

 

0

市債   0

その他 240 362   122

一般財源 123,988 109,962   ▲ 14,026

事業
概要

ひとり親家庭の生活の安定と自立を助け、児童の心身の健やかな成長を図るた
め、児童扶養手当を支給する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

ひとり親家庭の生活の安定と自立を助け、児童の心身の健やかな成長を図るた
め、ひとり親家庭等で児童を養育している者に対して手当を支給する。

その他
ひとり親家庭等における児童が18歳に
達した日の属する年度の終了するまで
（障がい児の場合は、20歳になるまで）現状と

背景
離婚等によりひとり親となった家庭においては、経済的に苦しい立場にある場合
が多く見られる。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 助産施設措置費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 420 420   0

財
源
内
訳

国 210 210  0

県 105 105   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 105 105   0

事業
概要

出産費用の支払いが困難な妊産婦に対し、出産費用の助成を行う。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

母子の保護および生活の安定を図る。

その他

現状と
背景

出産費用については、各種保険制度に基づく出産育児一時金又は生活保護制
度といった仕組みが整えられている。しかし、DV被害から逃げてきた妊産婦など
で、これらの制度に該当せず生活困窮のため出産費用の捻出が難しい場合に、
母子の保護を図るため出産費用の助成を行う。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 家庭児童相談室運営事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 2,985 3,253   268

財
源
内
訳

国  0

県 1,150 1,150   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 1,835 2,103   268

事業
概要

児童に関する相談、指導を行うとともに、要保護児童に関わる関係機関に対し調
整、コーディネートを行う。特に保育園、小学校及び中学校を定期的に訪問し、現
状の把握や支援方針の検討等を行う。 今年度

見直し
事 項

平成30年度変更点:スーパーバイザー
報償費追加

事業
目的

家庭における適切な児童養育を図ることにより、児童の健全育成を図る。

その他

現状と
背景

少子化・核家族化等、子育て環境が変化する中で児童虐待・養護・家庭内の問題
等についての相談が増加傾向にあり、内容は複雑化してきている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 災害遺児手当支給事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 48 74   26

財
源
内
訳

国  0

県 24 37   

 

13

市債   0

その他   0

一般財源 24 37   13

事業
概要

天災や事故、または自死にて養育者を亡くした児を扶養している養育者（非課税
世帯）に対し、児童が中学校終了するまでの間、児童ひとりあたり月額2,000円の
手当を支給する 今年度

見直し
事 項

事業
目的

対象者の家庭における生活の安定に寄与するとともに、災害遺児の健全な育成
を図り、もって、児童の福祉を増進することを目的とする。

その他

現状と
背景

養育者の突然の災害や不慮の事故、自死等に遭遇した家庭に対して、経済的な
支援をしている。
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会計 一　般　会　計 所管課 福　祉　課

款 民　生　費
事業名 特別児童扶養手当支給事務費

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 145 140   ▲ 5

財
源
内
訳

国 145 140  ▲ 5

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 0 0   0

事業
概要

２０歳未満の精神または身体に中程度以上の障がいを有する児童を在宅で監護
する父もしくは母、または父母に代わってその児童を養育している人に支給される
特別児童扶養手当の支給に関する事務的経費 今年度

見直し
事 項

事務取扱交付金に規定する額の変更

事業
目的

特別児童扶養手当制度は精神または身体に障がいがある在宅児童を監護、養育
している人に手当を支給することによりこれらの児童の福祉の増進を図ることを目
的としている。

その他 平成２８年４月から額改定となっている。

現状と
背景

特別児童扶養手当の支給実務は鳥取県が行い、市はその事務手続き（書類の受
理・進達、所得状況の確認等）を行っている。手当月額は１級　５１，５００円、２級
３４，３００円
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会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 民　生　費
事業名 子育て・親育ち支援事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 146 188   42

財
源
内
訳

国  0

県 73 94   

 

21

市債   0

その他   0

一般財源 73 94   21

事業
概要

子育てアドバイザーを講師に迎え、親と子の心に着目した学習を行うとともに、育
児に対する不安や孤立感の軽減を行う。また、親同士の支えあいの関係(ピア・サ
ポート)が構築できる環境をつくっていくことで、仲間で子育てを支える力を高めて
いく。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

自分や子ども・家族の心をみつめ、子育て中の親の意見交換や仲間づくりを進
め、親子関係の確立を行う。

その他

現状と
背景

 核家族化や転勤などで周囲との交流が稀薄化する社会環境の中、育児不安を
抱き、子どもとの関わりについて悩む父母も多い。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 子育て短期支援事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 47 47   0

財
源
内
訳

国 15 15  0

県 15 15   

 

0

市債   0

その他 17 17   0

一般財源 0 0   0

事業
概要

保護者の疾病等により児童を家庭で一時的に養育できなくなった場合に、児童を
児童養護施設において一定期間養育、保護を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

養育が困難となった保護者に代わり一時的に児童養護施設で養育することによ
り、児童の健全育成を図る。

その他

現状と
背景

核家族化、人間関係の希薄化等により、一時的な養育を頼める相手がいない保
護者が増えている。
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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 民　生　費
事業名 児童クラブ運営事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 49,806 54,288   4,482

財
源
内
訳

国 11,894 13,671  1,777

県 11,894 13,671   

 

1,777

市債   0

その他 11,331 12,439   1,108

一般財源 14,687 14,507   ▲ 180

事業
概要

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校児童に対して、市内各地区（７か
所）に児童クラブを開設。原則、平日は授業終了時から１７時３０分まで、土曜日・
長期休業日は８時３０分から１７時３０分まで児童を預かり、遊びや生活の場を提供
している。

今年度
見直し
事 項

 渡児童クラブ及び中浜児童クラブの対
象学年を6年生まで拡大する。

事業
目的

クラブで児童を預かり、保護者の就労を支援するとともに、児童の健全育成や自
立支援を図る。

その他

現状と
背景

各地区の児童クラブは、平成21年度までは市の委託事業として運営していたが、
サービスの拡充を求める保護者からの声に対応するため、平成22年度より市の直
営とし、サービスの拡充を図る。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 要保護児童対策地域協議会運営事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 39 39   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 39 39   0

事業
概要

境港市要保護児童対策地域協議会代表者会の開催
今年度
見直し
事 項

事業
目的

被虐待児を含む要保護児童に関する情報の交換を行い、その適切な支援を検討
し、もって児童の適切な保護を図ることを目的とする。

その他

現状と
背景

平成16年の児童福祉法の改正により協議会設置が可能となり、鳥取県下では、平
成19年度中に全ての市町村で設置されている。
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会計 一　般　会　計 所管課 健康推進課

款 民　生　費
事業名 境港・ハッピー赤ちゃん登校日

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 218 218   0

財
源
内
訳

国  0

県 109 109   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 109 109   0

事業
概要

児童と赤ちゃん・保護者とのふれあい。児童は自己肯定感、役立ち感を育み、赤
ちゃんと保護者は命の大切さや親子関係づくりについて考えるきっかけとする。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

思春期の若者の心や体の健康が問題となっている現在、児童が、赤ちゃんとふれあい、
成長していく姿を見たり、子育て中の人の声を聞くことにより、命の大切さを学び、相手の
気持ちを思いやる心、自己肯定感、役立ち感を育てていく。
また、子育て中の親も子どもとの関わり方、親子関係づくり、自己肯定感や役立ち感を育
てていくことの大切さを学ぶ。

その他

現状と
背景

親子関係づくり支援事業の中心的な事業として位置づけている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 児童虐待防止啓発事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 179 208   29

財
源
内
訳

国  0

県 89 103   

 

14

市債   0

その他 90   ▲ 90

一般財源 0 105   105

事業
概要

児童虐待防止に携わる関係機関職員及び市民に対し、児童虐待防止を啓発す
る。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

関係者および市民が児童虐待についての現状と認識を深め、児童虐待について
の意識向上を図ることにより、児童虐待防止につなげていく。

その他

現状と
背景

児童虐待に関する相談件数は増加傾向にあり、全国では死亡事例も発生。その
ため１１月を児童虐待防止啓発月間として児童虐待を無くす取り組みが全国に広
まっている。
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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 民　生　費
事業名 児童クラブ運営費補助金

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 2,400 2,400   0

財
源
内
訳

国 800 800  0

県 800 800   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 800 800   0

事業
概要

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校低学年児童に対して、社会福祉
法人が運営する夕日ヶ丘学童クラブを開設し、平日は放課後授業終了時から１８：
３０まで、土曜日・長期休業日は８：３０から１８：３０まで預かり（時間延長保育も実
施）、遊びや生活等の場を提供している。夕日ヶ丘学童クラブ運営費の市費負担
分を予算化している。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

クラブで児童を預かり、保護者の就労を支援し、児童の健全育成を図る。

その他

現状と
背景

平成２０年度からクラブを開設し、渡、中浜小学校区の児童を預かっている。
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3

2

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 子育てサークル活動補助金

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 200 200   0

財
源
内
訳

国  0

県 100 100   

 

0

市債   0

その他 100   ▲ 100

一般財源 0 100   100

事業
概要

子育て中の親子で組織する子育てサークルに対し、活動費の助成を行うことによ
り、活動の活性化を図るとともに継続した運営を行うことを支援する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

子育てに悩みや不安を抱えている人が増える中、子育てサークルの活動は、同じ
立場の者同士が集まり交流することにより、子育ての喜びや悩みを共有すること
で、育児不安の解消や孤立化を防ぐ役割がある。その活動を支援することにより、
地域の子育て環境の充実を図る。

その他

現状と
背景

核家族化や少子化が進むことにより、孤立になりがちな子育て家庭が増えている。
子育てに対する不安、ストレスを解消する場として、また児童虐待予防としての観
点からも地域の中で子育て家庭を支えていく組織を育成していく必要がある。



10

3

2

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 児童手当支給事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 467,429 465,235   ▲ 2,194

財
源
内
訳

国 324,828 323,927  ▲ 901

県 70,966 70,328   

 

▲ 638

市債   0

その他   0

一般財源 71,635 70,980   ▲ 655

事業
概要

中学校修了前の子どもを養育している者に対して、月額10,000～15,000円の手当
を支給する。（所得制限世帯は、月額5,000円） 今年度

見直し
事 項

事業
目的

次世代の社会を担う子どもの育ちを社会全体で支援するため。

その他

昭和47年:児童手当制度発足
平成22年:子ども手当て制度施行(対象
を中学校修了前まで拡大)
平成24年:児童手当制度施行(子ども手
当制度終了)

現状と
背景



10

3

2

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 地域子育て支援センター運営事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 19,503 20,126   623

財
源
内
訳

国 5,826 5,863  37

県 5,826 5,921   

 

95

市債   0

その他 6 6   0

一般財源 7,845 8,336   491

事業
概要

市内２箇所にある地域子育て支援センターにおいて、育児相談、子育て家庭の交
流の場や子育てに関する情報の提供、講習会などを通じ、子育て家庭やサーク
ルの育成・支援をおこなうための運営費。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

地域子育て支援センターを設置することにより施設や地域において多くの親子の
交流を育むことができる。

その他

地域子育て支援センターひまわり  平成
23年度開設
こども支援センターきらきら      平成15
年度開設現状と

背景

現在、少子化や核家族化の進行等により、子育てをする環境が変化し、子育てに
おわれ孤立感や不安を抱く親が多くなってきている。子育て家庭の交流の場や子
育てに関する情報の提供、講習会などを通じ、子育て家庭やサークルの育成・支
援をおこない、コミュニティーの活性化の促進を図る必要がある。



10

3

2

1

会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 就学前の食育推進事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 143 128   ▲ 15

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他 143   ▲ 143

一般財源 0 128   128

事業
概要

本市の特色である水産資源を活用した各種食育集会や食物アレルギーについて
の理解を深めるための交流会などを実施する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

幼児とその保護者、保育施設の関係者などに食育に対する理解を深めてもらい、
子どもの頃から正しい食事・食生活を身に付けることで、健やかな心身の発達に
つなげる。

その他

境港市まちづくり総合プラン（第９次境港
市総合計画、計画期間：平成２８年度～
平成３２年度）においても、地産地消・食
育の推進を施策の一つに位置付け、境
港ならではの地域をあげた食育活動、
地産地消の推進に取り組むこととしてい
る。

現状と
背景

マグロ集会、カニ集会、銀ザケ集会、とうふ集会、かまぼこ集会などの各種食育集
会を実施している。また、食育月間(６月)、食育の日(１９日)を定め、食育の推進を
図っている。
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3

2
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 鳥取県家庭相談員連絡協議会負担金

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 4 4   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 4 4   0

事業
概要

本市家庭相談員が、鳥取県家庭相談員連絡協議会に会員として所属し、県内及
び全国での研修を通じて事例や情報などを共有することで相談員の能力向上を
図る。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

家庭におけるさまざまな問題、特に児童の適切な養育、しつけの相談、支援等を
おこない、児童の健全育成を図る。

その他

現状と
背景

少子化、核家族化等、子育て環境が変化する中で、家庭内の問題も深刻・複雑
化している。児童虐待、養護等に適切に対応していくためにも、広域で連携し、研
修や情報共有をおこなうことで、相談員の能力向上に努める必要がある。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 子ども・子育て支援会議運営事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 36 36   0

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他 36   ▲ 36

一般財源 0 36   36

事業
概要

子ども・子育て支援法の施行により義務付けられた「子ども・子育て支援事業計
画」の作成・点検・評価をはじめ、本市の子育て支援に関する施策についての意
見を聴取するため、子ども・子育て会議を開催する。 今年度

見直し
事 項

事業名「子ども子育て支援事業」が誤解
を招きやすいものであったため見直し

事業
目的

子ども・子育て支援事業計画に関することを中心に、本市の子育て支援に関する
施策についての意見を聴取するため、子ども子育て支援会議を開催する。

その他
構成委員は、保護者、子育て支援事業
に従事する者、学識経験者、公募で選
ばれた方などである。現状と

背景

平成２４年８月に成立し、平成２７年に施行された子ども・子育て支援法により、子
ども・子育て支援事業計画の作成が義務付けられた。現在の境港市子ども・子育
て支援事業計画は、平成27年度から平成31年度までの5年間を定めたものであ
る。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 子育て拠点施設環境整備事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 278 2,828   2,550

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他 278   ▲ 278

一般財源 0 2,828   2,828

事業
概要

市内2箇所の子育て拠点施設について、様々な事業や体験を通して親子が共に
安心して楽しく遊ぶことができ、楽しい子育てや子どもの健やかな成長につながる
ことができるよう、必要な改修と物品整備を行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

子育て拠点施設の環境整備をすることにより、親子が気軽に出掛けられるような
きっかけ作りとなる事業を行い、外遊びや自然とふれあう機会や、子育てに関する
情報が共有できる機会を増やし、親子が安心して楽しく利用することができる施設
にする。

その他

現状と
背景

少子化や核家族化が進んでいる。また転勤などで近くに祖父母などの支援者が
居ないなど、子育てにおける孤立感や不安感を抱えている家庭が多い。子育てに
関する情報を共有したり、良好な親子関係の構築を促していくうえで、施設の重要
性が高まっている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 子どもの育ちを支える事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 999 1,060   61

財
源
内
訳

国  0

県 485 494   

 

9

市債   0

その他 514   ▲ 514

一般財源 0 566   566

事業
概要

豊かな人間性を持ったたくましい子どもを育成していくためには、園児、保育士、
保護者の連携と質の向上が必要不可欠である。そのため、園児の心と体の育成を
図るともに、保育士のスキルアップ、保護者向け講演会等を実施する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

本市の将来を担う人材である、豊かな人間性を持ったたくましい子どもを育成を図
る。

その他

現状と
背景

保護者の仕事等の多忙化により親子で外に出かける機会が減っており、子どもの
体験が不足している現状がある。また、授乳中であってもスマートフォンが手放せ
ないなど、常にメディアに接していないと落ち着かない保護者も多い。
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会計 一　般　会　計 所管課 学校教育課

款 民　生　費
事業名 渡児童クラブ下水道接続事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 0 982   982

財
源
内
訳

国  0

県   

 

0

市債   0

その他   0

一般財源 0 982   982

事業
概要

公共下水道の整備に伴い、渡児童クラブに下水道を接続する。下水道接続のた
めの設計料及び受益者負担金を予算化している。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

公共下水道の普及促進を図る。

その他
スケジュール
平成３０年度 設計
平成３１年度 工事現状と

背景
平成３２年度までに公共下水道に接続が必要。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 子育て世代訪問支援事業

項 児童福祉費

目 児童福祉総務費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

②－①

事業費 0 4,158   4,158

財
源
内
訳

国 0 1,680  1,680

県 0 1,680   

 

1,680

市債   0

その他   0

一般財源 0 798   798

事業
概要

妊娠や子育てへの不安解消や全国的に増え続ける児童虐待の発生予防のた
め、養育支援が必要な家庭等に対し、直接的な支援(育児家事援助)を行う。 今年度

見直し
事 項

平成30年度より新設

事業
目的

妊娠期からの切れ目のない支援が叫ばれる中、養育支援が必要な家庭、様々な
事情により地域から孤立しがちな子育て家庭、健診の谷間にある児童や未就園児
のいる家庭に対し、より積極的な訪問型の支援(育児家事援助)を実施し、妊娠や
子育てへの不安を解消していく。

その他

現状と
背景

核家族化が進むなか、周囲に祖父母などの支援者が居ない家庭、子育てに不安
を抱える家庭が増えている。また、児童虐待の通告件数も全国的に増え続けてい
る。このような状態を改善するためにも妊娠期からの切れ目ない支援が重要となっ
ている。


